
 
令和２年度南山城村一般会計補正予算（第８号） 

 
 
 令和２年度南山城村一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによ

る。 

 
 
（歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１４１，３９９千円を減額

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，１４８，１３４千円とする。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 
（継続費の補正） 
第２条 継続費の変更は「第２表 継続費補正」による。 

 
（繰越明許費） 
第３条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用

することができる経費は、「第３表 繰越明許費」による。 

 
（債務負担行為） 
第４条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることが

できる事項、期間及び限度額は、「第４表 債務負担行為」による。 

 
（地方債の補正） 
第５条 地方債の変更は、「第５表 地方債補正」による。 
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　歳　入 (単位   千円)

1. 村税 286,362 122 286,484

4. たばこ税 3,061 122 3,183

2. 地方譲与税 26,148 △284 25,864

3. 地方揮発油譲与税 6,500 △284 6,216

7. 地方消費税交付金 45,000 4,018 49,018

1. 地方消費税交付金 45,000 4,018 49,018

8. ゴルフ場利用税交付金 55,000 7,278 62,278

1. ゴルフ場利用税交付金 55,000 7,278 62,278

15. 使用料及び手数料 28,933 △10 28,923

1. 使用料 18,083 △10 18,073

16. 国庫支出金 701,668 △43,998 657,670

1. 国庫負担金 96,348 △12,216 84,132

2. 国庫補助金 585,346 △31,782 553,564

17. 府支出金 112,295 △3,274 109,021

1. 府負担金 50,443 396 50,839

2. 府補助金 56,045 △3,701 52,344

3. 委託金 5,807 31 5,838

18. 財産収入 4,020 171 4,191

1. 財産運用収入 4,020 171 4,191

20. 繰入金 131,232 △42,988 88,244

1. 基金繰入金 131,232 △42,988 88,244

22. 諸収入 85,398 6,141 91,539

2. 雑入 85,296 6,141 91,437

23. 村債 511,763 △68,575 443,188

1. 村債 511,763 △68,575 443,188

1,301,714 1,301,714

3,289,533 △141,399 3,148,134

計

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正
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款 項 補正前の額 補 正 額

補 正 さ れ な か っ た 款 に 係 る 額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　歳　出 (単位   千円)

1. 議会費 51,829 △897 50,932

1. 議会費 51,829 △897 50,932

2. 総務費 1,072,673 △45,391 1,027,282

1. 総務管理費 990,564 △41,220 949,344

2. 徴税費 73,199 △4,140 69,059

5. 統計調査費 1,499 △31 1,468

3. 民生費 506,105 △2,020 504,085

1. 社会福祉費 401,237 516 401,753

2. 児童福祉費 104,868 △2,536 102,332

4. 衛生費 334,162 △842 333,320

1. 保健衛生費 184,580 3,236 187,816

2. 清掃費 149,582 △4,078 145,504

5. 農林水産業費 156,286 △3,687 152,599

1. 農業費 141,157 △6,045 135,112

2. 林業費 15,129 2,358 17,487

6. 商工費 106,763 △946 105,817

1. 商工費 106,763 △946 105,817

7. 土木費 310,283 △64,091 246,192

1. 土木管理費 51,246 0 51,246

2. 道路橋梁費 240,426 △64,091 176,335

8. 消防費 114,149 106 114,255

1. 消防費 114,149 106 114,255

9. 教育費 220,359 △4,306 216,053

1. 教育総務費 220,353 △4,306 216,047

10. 災害復旧費 124,028 △19,325 104,703

1. 農林水産施設災害復旧費 12,859 △1,762 11,097

2. 公共土木施設災害復旧費 71,169 △17,563 53,606

292,896 292,896

3,289,533 △141,399 3,148,134

補 正 額 計
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款 項 補正前の額

補 正 さ れ な か っ た 款 に 係 る 額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



総　額 年　度 年割額 総　額 年　度 年割額

千円 千円 千円 千円

２． 総務費
１．総務
管理費

高度情報ネットワー
ク民間移行事業

255,200
令和
2年度

127,600 227,600
令和
2年度

100,000

項

１．総務管理費

１．総務管理費

１．総務管理費

２．児童福祉費

１．保健衛生費

１．商工費

１．商工費

１．商工費

２．道路橋梁費

２．道路橋梁費

１．農林水産施設災害復旧費

２．公共土木施設災害復旧費

２．公共土木施設災害復旧費

３．社会体育施設災害復旧費

１０．災害復旧費

7,877

１０．災害復旧費 社会体育施設災害復旧事業（単独） 28,610

４．衛生費 新型コロナウイルス感染症予防対策事業（予防接種事業） 2,208

１０．災害復旧費 公共土木施設災害復旧事業（補助） 12,937

７．土木費 防災・安全社会資本整備交付金事業（道路） 84,300

公共土木施設災害復旧事業（単独） 8,000

７．土木費 防災・安全社会資本整備総合交付金事業（橋梁） 2,200

１０．災害復旧費 農林水産施設災害復旧事業（補助）

６．商工費 月ヶ瀬口駅前整備事業 2,046

６．商工費 リモート関係人口創出・拡大事業（コロナ分） 11,403

６．商工費 新型コロナウイルス対策緊急事業者支援事業 1,050

２．総務費 電算管理事業 6,820

３．民生費 南山城村子育て応援特別定額給付金事業（コロナ分） 100

２．総務費 新交通推進事業 750

第３表　繰越明許費

款 金　　　　　　額事　　　業　　　名

（単位：千円）

7,134庁舎等管理事業２．総務費

第２表　継続費補正

補　　　正　　　後補　　　正　　　前
事　　業　　名項款
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7,623

ホームページ保守料

第４表　債務負担行為

期　　　　　間

22,603

（単位：千円）

令和3年度～令和7年度

限　　　度　　　額

令和3年度～令和8年度 1,433

市町村基幹業務支援システム等保守料 令和3年度

令和3年度 1,320

複合機賃貸借（道の駅事務所）

20,246

新型コロナウイルス感染症予防対策事業（予防接種事業） 令和2年度～3年度

道の駅管理事業

2,574

戸籍総合クラウド利用・保守・賃貸借料 令和3年度～令和8年度

バス管理事業

令和3年度 9,000

33,273

事　　　　　　　項

240

令和3年度

3,507防災行政無線設備保守委託 令和3年度

9,738

観光IoT機器保守管理業務 令和3年度～令和5年度

田舎暮らし定住促進奨励金 令和2年度～4年度

例規サポート保守料

5



（単位：千円）

限度額 起債の方法 利率 償還方法 限度額 起債の方法 利率 償還方法

76,600 60,000

37,400 37,100

51,000 40,000

1,300 0

89,200 26,000

15,600 19,600

0 22,300

33,600 30,000

4,800 1,800

0 4,125

511,763 443,188

取り下げ
過年債（災害）

13300 B
辺地割落 300 C

過 疎 対 策 事 業
（過疎地域自立促進特別事業・ソフト分）

防災・減災・国土強靭化
緊 急 対 策 事 業

公共土木施設災害
復 旧 事 業

計

減 収 補 塡 債

農林水産施設災害
復 旧 事 業

辺 地 対 策 事 業
（防災安全・社会資本整備）

緊 急 自 然 災 害
防 止 対 策 事 業

政府資金、府
資金につい
ては融通条
件により又、
銀行その他
の資金の場
合その債権
者との協定に
よる。ただし、
村財政の都
合により措置
期間及び償
還期限を短
縮もしくは低
利債に借換
えることがで
きる。

過 疎 対 策 事 業
（高度情報ネットワーク事業）

辺 地 対 策 事 業
（高度情報ネットワーク事業）

辺 地 対 策 事 業
（ 自 然 の 家 ）

第５表　地　方　債　補　正

起債の目的
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

証書借入
又

は証券発
行

４．０％以内
（ただし、利
率見直し方
式で借り入れ
る政府資金
及び地方公
共団体金融
機構資金に
ついて、利率
の見直しを
行った後に
おいては、当
該見直し後
の利率）

政府資金、府
資金につい
ては融通条
件により又、
銀行その他
の資金の場
合その債権
者との協定に
よる。ただし、
村財政の都
合により措置
期間及び償
還期限を短
縮もしくは低
利債に借換
えることがで
きる。

証書借入
又

は証券発
行

４．０％以内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政
府資金及び
地方公営企
業等金融機
構資金、地方
公共団体金
融機構資金に
ついて、利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）
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１　総　　括

（単位   千円）

1. 村税 286,362 122 286,484

2. 地方譲与税 26,148 △284 25,864

3. 利子割交付金 200 0 200

4. 配当割交付金 1,700 0 1,700

5. 株式等譲渡所得割交付金 900 0 900

6. 法人事業税交付金 400 0 400

7. 地方消費税交付金 45,000 4,018 49,018

8. ゴルフ場利用税交付金 55,000 7,278 62,278

9. 自動車取得税交付金 1 0 1

10. 環境性能割交付金 4,500 0 4,500

11. 地方特例交付金 2,500 0 2,500

12. 地方交付税 1,245,048 0 1,245,048

13. 交通安全対策特別交付金 500 0 500

14. 分担金及び負担金 1,416 0 1,416

15. 使用料及び手数料 28,933 △10 28,923

16. 国庫支出金 701,668 △43,998 657,670

17. 府支出金 112,295 △3,274 109,021

18. 財産収入 4,020 171 4,191

19. 寄付金 26,100 0 26,100

20. 繰入金 131,232 △42,988 88,244

21. 繰越金 18,449 0 18,449

22. 諸収入 85,398 6,141 91,539

23. 村債 511,763 △68,575 443,188

3,289,533 △141,399 3,148,134
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款 計補正前の額 補　正　額

歳　　入

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

歳　　入　　合　　計



（単位   千円）

一　般

財　源

1. 議会費 51,829 △897 50,932 △897

2. 総務費 1,072,673 △45,391 1,027,282 221 △28,900 △364 △16,348

3. 民生費 506,105 △2,020 504,085 144 △2,164

4. 衛生費 334,162 △842 333,320 △2,531 △300 1,989

5.
農林水産業
費

156,286 △3,687 152,599 △1,521 4,000 2,184 △8,350

6. 商工費 106,763 △946 105,817 1,925 △2,871

7. 土木費 310,283 △64,091 246,192 △34,070 △42,800 12,779

8. 消防費 114,149 106 114,255 106

9. 教育費 220,359 △4,306 216,053 701 3,872 △8,879

10. 災害復旧費 124,028 △19,325 104,703 △12,141 △4,700 △2,484

11. 公債費 287,896 0 287,896

13. 予備費 5,000 0 5,000

3,289,533 △141,399 3,148,134 △47,272 △72,700 5,692 △27,119

補正前の額 補　正　額 計

歳　出　合　計
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その他

款

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国府支出金 地方債

歳　　出



2  歳　入

(款) 1.村税 (項) 4.たばこ税

 1. たばこ税 3,061 122 3,183

3,061 122 3,183

(款) 2.地方譲与税 (項) 3.地方揮発油譲与税

 1. 地方揮発油譲与税 6,500 △284 6,216

6,500 △284 6,216

(款) 7.地方消費税交付金 (項) 1.地方消費税交付金

 1. 地方消費税交付金 45,000 4,018 49,018

45,000 4,018 49,018

(款) 8.ゴルフ場利用税交付金 (項) 1.ゴルフ場利用税交付金

 1. ゴルフ場利用税交付金 55,000 7,278 62,278

55,000 7,278 62,278

(款)15.使用料及び手数料 (項) 1.使用料

 3. 農業使用料 230 △10 220

18,083 △10 18,073

(款)16.国庫支出金 (項) 1.国庫負担金

 2. 災害復旧費国庫負担金 26,038 △12,141 13,897

 3. 衛生費国庫負担金 219 △75 144

96,348 △12,216 84,132
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目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計



（単位   千円）

 1. 現年課税分 122 たばこ税現年課税分

（単位   千円）

 1. 地方揮発油譲与税 △284 地方揮発油譲与税

（単位   千円）

 1. 地方消費税交付金 4,018 地方消費税交付金

（単位   千円）

 1. ゴルフ場利用税交付 7,278 ゴルフ場利用税交付金

金

（単位   千円）

 3. 特定農地使用料 △10 農地貸付使用料

（単位   千円）

 1. 公共土木施設災害復 △13,291 公共土木施設災害復旧事業国庫負担金

旧費負担金

 2. 農林水産施設災害復 1,150 農林水産施設災害復旧費負担金

旧費負担金

 1. 感染症予防事業費等 △75 感染症予防事業費等国庫負担金

国庫負担金
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区　　分
説　　明

節

金　額

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
区　　分 金　額

節



(款)16.国庫支出金 (項) 2.国庫補助金

 1. 総務費国庫補助金 459,019 3,806 462,825

 3. 衛生費国庫補助金 11,812 △1,518 10,294

 4. 土木費国庫補助金 106,614 △34,070 72,544

585,346 △31,782 553,564

(款)17.府支出金 (項) 1.府負担金

 1. 民生費府負担金 50,443 396 50,839

50,443 396 50,839

(款)17.府支出金 (項) 2.府補助金

 1. 総務費府補助金 17,334 △1,198 16,136

 3. 衛生費府補助金 2,065 △938 1,127

 4. 農林水産業費補助金 19,080 △1,565 17,515

56,045 △3,701 52,344

(款)17.府支出金 (項) 3.委託金

 1. 総務費委託金 5,393 31 5,424

5,807 31 5,838

(款)18.財産収入 (項) 1.財産運用収入

 1. 財産貸付収入 3,389 610 3,999

 11 

補正前の額目 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計



（単位   千円）

 1. 総務費国庫補助金 1,159 社会保障・税番号制度システム整備費補助金

10. 新型コロナウイルス 2,647 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

感染症対応地方創生

臨時交付金

 1. 衛生費補助金 △1,518 合併処理浄化槽設置事業国庫補助金

 1. 土木費補助金 △34,070 防災・安全社会資本整備総合交付金 △44,415

道路メンテナンス事業費補助金 10,345

（単位   千円）

 8. 低所得者保険料軽減 396 低所得者保険料軽減府負担金

府負担金

（単位   千円）

 1. 総務費府補助金 △1,198 京都府市町村事務処理特例交付金（経常交付金） △115

新モビリティ推進事業補助金 △1,083

 1. 衛生費補助金 △938 合併処理浄化槽設置事業補助金

 1. 農業費補助金 △1,657 農業委員会費補助金 204

中山間地域等直接支払交付金事業補助金 △243

茶業施設整備事業補助金 △419

機構集積支援事業補助金 53

経営所得安定対策直接支払推進事業助成金 48

移住促進住宅整備事業補助金 △900

農業振興事業費補助金 △400

 2. 林業費補助金 92 野生鳥獣被害総合対策事業補助金

（単位   千円）

 4. 統計調査費委託金 31 国勢調査委託金

（単位   千円）

 1. 土地建物貸付収入 610 土地建物貸付収入

 12 

説　　明
節

金　額区　　分

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
区　　分 金　額

節



 2. 利子及び配当金 631 △439 192

4,020 171 4,191

(款)20.繰入金 (項) 1.基金繰入金

 1. 基金繰入金 131,232 △42,988 88,244

131,232 △42,988 88,244

(款)22.諸収入 (項) 2.雑入

 1. 雑入 85,296 6,141 91,437

85,296 6,141 91,437

(款)23.村債 (項) 1.村債

 1. 総務債 193,400 △24,775 168,625

 2. 土木債 125,000 △40,900 84,100

 5. 災害復旧債 79,700 △6,600 73,100

 7. 農林水産業債 5,500 4,000 9,500

10. 衛生債 41,500 △300 41,200

511,763 △68,575 443,188

 13 

補正前の額目 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

目 補正前の額 補　正　額 計

計

計

目 補正前の額 補　正　額 計



（単位   千円）

 1. 利子及び配当金 △439 財政調整基金利子

（単位   千円）

 1. 財政調整基金繰入金 △42,988 財政調整基金繰入金

（単位   千円）

 3. 雑入 6,141 村史売上収入 5

市町村（宝くじ）交付金 70

笠置中学校経費精算金 戻入分 3,872

森林整備地域活動支援交付金過年度精算金 2,194

（単位   千円）

 2. 公共施設整備事業債 △28,900 辺地対策事業債(高度情報ネットワーク事業) △11,000

過疎対策事業債（高度情報ネットワーク事業） △16,600

辺地対策事業債(自然の家) △1,300

 4. 減収補塡債 4,125 減収補塡債 1,300

減収補塡債（特例分） 2,825

 1. 道路橋梁債 △40,900 辺地対策事業債(防災安全・社会資本整備) △63,200

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債（補正予算分） 22,300

 1. 公共土木施設災害復 △3,600 公共土木施設災害復旧事業債(補助債) △8,100

旧事業債 公共土木施設災害復旧事業債(単独債) 4,500

 2. 農林水産施設災害復 △3,000 農林水産施設災害復旧事業債(補助債)

旧事業債

 1. 農林水産施設整備事 4,000 緊急自然災害防止対策事業債

業債

 1. 衛生債（ソフト事業 △300 過疎対策事業債（ソフト事業）

）

 14 

説　　明
節

金　額区　　分

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
区　　分 金　額

節



3  歳　出

(款) 1.議会費 (項) 1.議会費

 1. 議会費 51,829 △897 50,932 △897

51,829 △897 50,932 △897

(款) 2.総務費 (項) 1.総務管理費

 1. 一般管理費 148,978 759 149,737 △115 874

 3. 財政管理費 19,834 △386 19,448 △439 53

 5. 財産管理費 130,993 △192 130,801 57 △1,300 5 1,046

 6. 電子計算費 90,460 △4,181 86,279 3,402 70 △7,653

 7. 企画費 579,985 △37,400 542,585 △3,154 △27,600 △6,646

10. 交通安全対策費 2,384 180 2,564 180

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

特　定　財　源
一般財源

地方債 その他

 15 

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

国府支出金



（単位   千円）

 3. 職員手当等 △897   議員報酬等 △897

    議員報酬等 △897

      職員手当等 △897

（単位   千円）

 4. 共済費 759   一般管理費 759

    総務一般事務経費 759

      共済費 759

24. 積立金 △386   基金管理事務 △386

    財政調整基金利子積立金 △439

      積立金 △439

    森林環境譲与税基金利子積立金 △616

      積立金 △616

    森林環境譲与税基金積立金 669

      積立金 669

13. 使用料及び賃 △192   公用車管理事業 △192

借料     公用車管理事業 △192

      使用料及び賃借料 △192

12. 委託料 △4,181   電算管理事業 △4,181

    電算管理事業 △4,181

      委託料 △4,181

 7. 報償費 △18   交通確保対策事業 △9,800

11. 役務費 △700     バス管理事業 △8,000

12. 委託料 △8,000       委託料 △8,000

13. 使用料及び賃 △1,082     新交通推進事業 △1,800

借料       報償費 △18

18. 負担金補助及 △27,600       役務費 △700

び交付金         通信運搬費 △61

        保険料 △639

      使用料及び賃借料 △1,082

  高度情報ネットワーク民間移行事業 △27,600

    高度情報ネットワーク民間移行事業 △27,600

      負担金補助及び交付金 △27,600

        補助金（単独事業） △27,600

10. 需用費 180   交通安全対策事業 180

    交通安全施設整備事業 180

      需用費 180

節

説　　   明
区　　分 金   額

 16 

節

説　　   明
区　　分 金   額



990,564 △41,220 949,344 190 △28,900 △364 △12,146

(款) 2.総務費 (項) 2.徴税費

 1. 税務総務費 73,199 △4,140 69,059 △4,140

73,199 △4,140 69,059 △4,140

(款) 2.総務費 (項) 5.統計調査費

 2. 委託統計調査費 1,499 △31 1,468 31 △62

1,499 △31 1,468 31 △62

(款) 3.民生費 (項) 1.社会福祉費

 1. 社会福祉総務費 210,150 0 210,150 1,874 2,310 △4,184

 2. 老人福祉費 25,865 0 25,865 △176 176

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

補　正　額

国府支出金 地方債 その他

 17 

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目 補正前の額



（単位   千円）

        修繕料（物品・自動車） 180

（単位   千円）

 2. 給料 △2,640   職員人件費 △4,140

 3. 職員手当等 △1,000     一般職員人件費（税務総務費） △4,140

 4. 共済費 △500       給料 △2,640

      職員手当等 △1,000

      共済費 △500

（単位   千円）

 3. 職員手当等 23   各種統計調査事業 △31

 7. 報償費 11     各種統計調査事業 △31

 8. 旅費 △25       職員手当等 23

10. 需用費 △30       報償費 11

11. 役務費 △10       旅費 △25

        普通旅費 △25

      需用費 △30

        消耗品費 △30

      役務費 △10

        通信運搬費 △10

（単位   千円）

11. 役務費 20   在宅福祉サービス事業

12. 委託料 △40     在宅ねたきり老人介護者支援事業

13. 使用料及び賃 △20       委託料 △40

借料       扶助費 40

19. 扶助費 40   その他高齢者対策事業

    保健福祉センター管理事業

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

 18 

節

説　　   明



 3. 介護福祉費 83,654 516 84,170 396 120

401,237 516 401,753 2,094 2,310 △3,888

(款) 3.民生費 (項) 2.児童福祉費

 1. 児童福祉総務費 11,375 △100 11,275 △40 △60

 3. 児童福祉施設費 70,762 △2,436 68,326 △1,910 △2,310 1,784

104,868 △2,536 102,332 △1,950 △2,310 1,724

(款) 4.衛生費 (項) 1.保健衛生費

 3. 予防費 17,198 0 17,198 △75 75

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

補　正　額

国府支出金 地方債 その他

 19 

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目 補正前の額



（単位   千円）

      役務費 20

        通信運搬費 20

      使用料及び賃借料 △20

27. 繰出金 516   介護保険事業 516

    介護保険事業特別会計繰出金 516

      繰出金 516

（単位   千円）

18. 負担金補助及 △100   新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 △100

び交付金     南山城村子育て応援特別定額給付金事業(コロナ分) △100

      負担金補助及び交付金 △100

        補助金（補助事業） △100

 2. 給料 △1,400   職員人件費 △2,436

 3. 職員手当等 △336     一般職員人件費（児童福祉施設費） △2,436

 4. 共済費 △700       給料 △1,400

      職員手当等 △336

      共済費 △700

（単位   千円）

10. 需用費 80   予防接種事業 250

12. 委託料 200     予防接種集団接種事業 450

18. 負担金補助及 △180       需用費 280

び交付金         医薬材料費 280

19. 扶助費 △100       委託料 350

      負担金補助及び交付金 △180

        補助金（単独事業） △180

    肺炎球菌ワクチン接種事業 △200

      需用費 △200

        医薬材料費 △200

  風疹追加的対策事業 △250

    風疹追加的対策事業 △250

      委託料 △150

      扶助費 △100

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

 20 

節

説　　   明



 4. 環境衛生費 124,035 3,236 127,271 3,236

184,580 3,236 187,816 △75 3,311

(款) 4.衛生費 (項) 2.清掃費

 1. 塵芥処理費 84,023 △1,500 82,523 △300 △1,200

 2. し尿処理費 65,559 △2,578 62,981 △2,456 △122

149,582 △4,078 145,504 △2,456 △300 △1,322

(款) 5.農林水産業費 (項) 1.農業費

 1. 農業委員会費 4,326 △495 3,831 100 △595

 2. 農業総務費 61,623 △300 61,323 205 △505

 3. 農業振興費 66,608 △5,250 61,358 △1,918 △10 △3,322

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

補　正　額

国府支出金 地方債 その他

 21 

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目 補正前の額



（単位   千円）

27. 繰出金 3,236   簡易水道事業 3,236

    簡易水道事業特別会計繰出金（人件費以外） 3,236

      繰出金 3,236

（単位   千円）

12. 委託料 △1,500   ごみ等収集運搬処分事業 △1,500

    ごみ等収集運搬処分事業 △1,500

      委託料 △1,500

18. 負担金補助及 △2,578   し尿処理施設管理運営事業 234

び交付金     広域事務組合負担金 234

      負担金補助及び交付金 234

        各一部事務組合負担金 234

  合併浄化槽設置事業 △2,812

    合併浄化槽設置補助 △2,812

      負担金補助及び交付金 △2,812

        合併浄化槽設置補助 △2,812

（単位   千円）

12. 委託料 △495   農業委員会運営事業 △495

    農業委員会運営事業 △495

      委託料 △495

18. 負担金補助及 △300   農業総務事務事業 △300

び交付金     農業総務事務事業 △300

      負担金補助及び交付金 △300

        負担金 △300

 7. 報償費 △650   茶振興対策事業 △1,739

13. 使用料及び賃 △125     茶振興対策事業 △1,739

借料       報償費 △650

18. 負担金補助及 △4,475       使用料及び賃借料 △125

び交付金       負担金補助及び交付金 △964

        負担金 △145

        補助金（単独事業） △400

        交付金（補助事業） △419

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額
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節

説　　   明



 4. 農地費 8,600 0 8,600 4,000 △4,000

141,157 △6,045 135,112 △1,613 4,000 △10 △8,422

(款) 5.農林水産業費 (項) 2.林業費

 1. 林業振興費 15,129 2,358 17,487 92 2,194 72

15,129 2,358 17,487 92 2,194 72

(款) 6.商工費 (項) 1.商工費

 1. 商工総務費 26,421 1,050 27,471 1,372 △322

 2. 観光費 51,418 △1,996 49,422 322 △2,318

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

補　正　額

国府支出金 地方債 その他

 23 

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目 補正前の額



（単位   千円）

  農業振興対策事業 △1,511

    中山間地域等直接支払交付金事業 △316

      負担金補助及び交付金 △316

        交付金（補助事業） △316

    農業振興対策事業 △1,195

      負担金補助及び交付金 △1,195

        補助金（単独事業） △1,195

  村おこし事業 △2,000

    田舎暮らし推進事業 △2,000

      負担金補助及び交付金 △2,000

        補助金（補助事業） △1,800

        補助金（単独事業） △200

（単位   千円）

12. 委託料 164   野生鳥獣駆除事業 164

22. 償還金利子及 2,194     野生鳥獣被害総合対策事業 164

び割引料       委託料 164

  林業振興対策事業 2,194

    森林整備地域活動支援交付金事業（返還分） 2,194

      償還金利子及び割引料 2,194

（単位   千円）

18. 負担金補助及 1,050   新型コロナウイルス対策緊急事業者支援事業 1,050

び交付金     新型コロナウイルス対策緊急事業者支援事業 1,050

      負担金補助及び交付金 1,050

        負担金 1,050

 1. 報酬 △144   地域IOT実装推進事業 △1,996

 8. 旅費 △250     地域IOT実装推進事業 △1,996

12. 委託料 △1,602       報酬 △144

      旅費 △250

        費用弁償 △250

      委託料 △1,602

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

 24 

節

説　　   明



 3. 商工業振興費 28,924 0 28,924 231 △231

106,763 △946 105,817 1,925 △2,871

(款) 7.土木費 (項) 1.土木管理費

 1. 土木総務費 51,246 0 51,246 △8,200 8,200

51,246 0 51,246 △8,200 8,200

(款) 7.土木費 (項) 2.道路橋梁費

 2. 道路新設改良費 174,980 △61,291 113,689 △32,525 △33,200 4,434

 4. 橋梁維持費 20,300 △2,800 17,500 △1,545 △1,400 145

240,426 △64,091 176,335 △34,070 △34,600 4,579

(款) 8.消防費 (項) 1.消防費

 3. 消防施設費 3,094 106 3,200 106

114,149 106 114,255 106計

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

補　正　額

国府支出金 地方債 その他
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計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目 補正前の額



（単位   千円）

（単位   千円）

（単位   千円）

11. 役務費 △930   道路新設改良事業 △61,291

12. 委託料 △4,300     防災・安全社会資本整備交付金事業(道路) △61,291

14. 工事請負費 △54,000       役務費 △930

16. 公有財産購入 △361         手数料 △930

費       委託料 △4,300

21. 補償補填及び △1,700       工事請負費 △54,000

賠償金       公有財産購入費 △361

      補償補填及び賠償金 △1,700

12. 委託料 1,700   橋梁維持費 △2,800

14. 工事請負費 △4,500     防災・安全社会資本整備総合交付金事業(橋梁) △2,800

      委託料 1,700

      工事請負費 △4,500

（単位   千円）

11. 役務費 106   消防施設整備事業 106

    消防施設維持管理事業 106

      役務費 106

        手数料 106

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額
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節

説　　   明



(款) 9.教育費 (項) 1.教育総務費

 1. 相楽東部広域連 220,353 △4,306 216,047 701 3,872 △8,879

合費

220,353 △4,306 216,047 701 3,872 △8,879

(款)10.災害復旧費 (項) 1.農林水産施設災害復旧費

 1. 農林水産施設災 12,459 △1,762 10,697 1,150 △2,600 △312

害復旧費

12,859 △1,762 11,097 1,150 △2,600 △312

(款)10.災害復旧費 (項) 2.公共土木施設災害復旧費

 1. 公共土木施設災 71,169 △17,563 53,606 △13,291 △2,100 △2,172

害復旧費

71,169 △17,563 53,606 △13,291 △2,100 △2,172計

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

特　定　財　源
一般財源

国府支出金 地方債 その他

計

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

補正前の額 補　正　額

国府支出金 地方債 その他

 27 

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目



（単位   千円）

18. 負担金補助及 △4,306   相楽東部広域連合負担金 △4,306

び交付金     相楽東部広域連合負担金(教育費) △4,306

      負担金補助及び交付金 △4,306

        各一部事務組合負担金 △4,306

（単位   千円）

14. 工事請負費 △1,762   農林水産施設災害復旧事業 △1,762

    農林水産施設災害復旧事業（補助） △1,762

      工事請負費 △1,762

（単位   千円）

14. 工事請負費 △17,563   公共土木施設災害復旧事業 △17,563

    公共土木施設災害復旧事業（補助） △17,563

      工事請負費 △17,563

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

 28 

節

説　　   明



平成30年度末 令和元年度末
当該年度中 当該年度中元
起債(借換）見込額 金償還見込額

１．公共事業等債 62,721 58,919 2,500 7,543 53,876

２．災害復旧事業債 156,969 174,900 29,700 11,567 193,033

３．教育・福祉施設等整備事業債 203,966 168,444 36,003 132,441

４．一般単独事業債 9,567 6,571 2,637 3,934

５．辺地対策事業債 1,233,325 1,211,449 156,900 154,852 1,213,497

６．過疎対策事業債 160,300 252,600 221,700 474,300

７．財源対策債 35,233 30,520 4,692 25,828

８．減税補てん債等 9,321 7,079 1,888 5,191

９．臨時税収補てん債

１０．臨時財政対策債 740,394 735,919 49,163 57,756 727,326

１１．都道府県貸付金 3,218

１２．一般補助施設整備事業債 10,900 9,600 2,175 7,425

１３．緊急防災・減災対策債 5,600 13,100 14,400 333 27,167

１４．緊急自然災害防止対策事業債 19,600 19,600

１５．緊急浚渫推進事業債 5,900 5,900

１６．減収補塡債 4,125 4,125

合　　　計 2,631,514 2,669,101 503,988 279,446 2,893,643

　　　　　　　　　　　地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及
　　　　　　　　　　　び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

区　　　　分
令和2年度中増減見込

令和2年度末
現在高見込額現在高 現在高見込額
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１．特別職

２．一般職

（1）　総括

ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

（２）　給料及び職員手当の増減の内訳

30

0

特別勤務手当 0

比　較 0 - △ 336

3,006

0 23 0

0

3,774 11,201 84 20,966

84

△ 1,000

管 理 職
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

特別勤務
手　　　当

退 職
手 当

通 勤 手 当
期 末 勤 勉
手 当

児童
手当

補正後 5,366 - 3,124 6,895

区　　　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当

補正後

補正前

比　較

区　　　　分
児童
手当

特別勤務
手　　　当

3,006

3,00684

0

備考

（）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
短い職員の外書きである。

0

0

比 較

児童手当

0

0 -

0

（単位：千円）

（単位：千円）

備考

84 20,966 3,006

0

（単位：千円）

備考

（単位：千円）

（）内は、短時間勤務職員の外書きである。

59,720 361,391

補 正 前 （0）54

0 23

20,966

区 分 扶 養 手 当 退 職 手 当

（単位：千円）

時 間 外
勤 務 手 当

7,098 69,815

0 0

0 5,868 0職員手当の内訳

- 0

補 正 前 0

地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
期 末 勤 勉
手 当

0 0

- 0

0

0 759 759

00補 正 後 0 0

管 理 職
手 当

5,868

56,849 0 5,868 62,717

0

比 較 （0）0 0 0 0

6,339 69,056

補 正 後 （43）0 56,849 0 5,868 62,717

補 正 前 （43）0

給 与 費
共済費 合計

報酬 給料 職員手当 計
区　　　　　　　分

職員数
（人）

0

20,966

0 - △ 336 0 △ 1,000

3,774 11,2015,366 - 3,460 6,895 70,653職員手当の内訳

5,366 - 3,124 6,895 69,653 3,774 11,224

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
期 末 勤 勉
手 当

管 理 職
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

退 職
手 当

367,944

比 較 （0）0 0 △ 4,040 △ 1,313 △ 5,353 △ 1,200 △ 6,553

0 181,619 125,405 307,024 60,920

補 正 後 （0）54 0 177,579 124,092 301,671

補正前 5,366 - 3,460

区　　　　　　　分
職員数
（人）

給 与 費

6,895

0

合計

職員手当の内訳

報酬 給料 職員手当 計

75,521 3,774 11,224

76,521

給料 △ 4,040

職員手当等 △ 1,313

時間外勤務手当

△ 1,313

扶養手当

児童手当

住居手当

管理職手当

退職手当

給料

0

説 明 備考

△ 4,040

（単位：千円）

増 減 額 増 減 理 由 別 内 訳

437,000369,741

△ 5,353

131,273

△ 1,313

0

共済費

区　　　　　　　分

0

177,579

181,619

△ 4,040

56,849（43）54

56,849（43）54

0

66,818

67,259

△ 441

共済費 合計
計

431,206

0

（単位：千円）

△ 5,794

（）内は、短時間勤務職員の外書きである。

0

△ 897
0

△ 1,041
△ 144

0

備　　　　　考

補 正 後

給料 期末手当 調整手当 その他の手当
共済費

0

△ 8970

補　正　予　算　給　与　費　明　細　書　

職員数
給 与 費

17,119
報酬

（単位：千円）

合　　計計区　　　　　　　分

0

0

給 与 費職員数
（人） 報酬 給料 職員手当

0
0

0
0

129,960

補 正 前

0

比　較

0

0
0 △ 897

0
0

66,1100 7,733 55,608 10,502

364,388

0 △ 144
0 △ 1,041

17,119
36,436

35,539

0

0 0

12,555

0
9,551

7,418
2,733

0 4,250 12,086

2,615
29,018

0 0
△ 897

3,483 14,504

469
0 6,818 0 0

0

0

12,411
8,288 8,654 0 7,733 54,567 10,502 65,069

0 11,942

2,615
28,121 7,418

469

3,483 14,504

4,250
0

0

5,921
8,288

0

8,288

0

2,733

2
10

257
269

0

0
8,288

22,200
7,692

29,892

△ 144

長　　　　　等
議　　　　　員

計

△ 144

00
0

△ 4,040

2
10

257
議　　　　　員
その他特別職

その他特別職

計
長　　　　　等

22,200議　　　　　員

補正後

補正前

長　　　　　等

区 分

（0）0比 較

計
その他特別職

269

7,836
30,036

その他増減分

その他増減分

△ 336

通勤手当 0

△ 1,000期末勤勉手当

0

23

0

0



（３）　給料及び職員手当の状況
ア．職員一人当たりの給与

イ．初任給

ウ．等級別職員数

（等級別の標準的な職務内容）

ェ．昇給

オ．期末手当・勤勉手当

カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ．地域手当

ク．特殊勤務手当

ケ．その他の手当
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100%

令和3年3月1日現在

６ 級
計

技 能 労 務 職
等 級

同じ

全 地 域
支 給 率 支給対象職員数 国の制度支給率

0% 全 職 員 国 の 機 関 な し
区 分

通 勤 手 当 同じ

国の制度との差異
扶 養 手 当 同じ

差 異 の 内 容区 分

住 居 手 当

基本額のみ計上
基本額のみ計上制度なし

33.27月分 47.70月分 47.70月分 制度なし
33.27月分 47.70月分 47.70月分24.58月分

支 給 率 等
国 の 制 度

24.58月分

区 分

区 分 20年勤続の者

本 年 度
前 年 度
国 の 制 度

35年勤続の者 最高限度

4.500月分

支 給 期 別 支 給 率

4.450月分

支給率計

2.250月分 2.200月分

その他の加算措置

4.450月分

25年勤続の者 備 考

2.250月分 2.200月分
2.225月分 2.275月分

５ 級 ６ 級

課 長

３ 級

６月 １２月
備　　　　考

課 長
参 事

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

0人
0人

0.0%

0.0%

区 分

一 般 行 政 職
主 事
技 師

主 事
技 師

係 長
主 任

課長補佐
主　 査

４ 級

計 44人

１ 級 ２ 級

27.3%
11.4%
6.8%

職 員 数 構 成 比
１ 級 0人

0.0%

４ 級

0人

等 級
13.6%
18.2%
22.7%

一 般 行 政 職
150,600円
182,200円

8人
10人

6人

平 均 給 料 月 額

330,907円

40.7歳

平 均 給 与 月 額

２ 級
３ 級

１ 級

一 般 行 政 職

一 般 行 政 職

職 員 数

令和2年4月1日現在

高 校 卒

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額 294,852円

324,512円

39.8歳

300,645円

区 分

大 学 卒

国 の 制 度

150,600円
182,200円

令和3年3月1日現在 0円

0円

5人
４ 級
５ 級
６ 級 3人

構 成 比

0人
0人

５ 級 0人

３ 級
２ 級

0歳

0円

区　　　　　　　　　　分

区 分

12人

0円

0歳

一般行政職 技能労務職

技 能 労 務 職
給 料 総 額 に 対 す る 比 率

区 分 代 表 的 な 職 種全 職 種 一 般 行 政 職
0%

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

0%
0%

なし

0%
0%

伝染病の防疫作業伝染病の防疫作業
0%支給対象職員の比率（令和3年3月1日現在）


